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養護者による 障害者福祉施設従事者等による障害 使用者による障害者虐待

[市町村の責務] 相談等、 、連携確 [設置者等の責務] 当該施設等におけ

対する虐待防止等のための措置を実施

[事業主の責務] 当該事業所における障害者に対す

る虐待防止等のための措置を実施

[スキーム]

通報

[スキーム]

通報 報告

[スキーム]

通報 報告

３ 就学する障害者、保育 障害者 療機関を利用する障害者に対する虐待 いて、その防止等のための措置の実施を学校の長、

保育所等の長及び医療機 者に義務 。
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障害者に対する虐待が障 を害す あり、障害者の自立及び社会参加に 対する虐待を防止することが極めて重要であること

等に鑑み、障害者に対する 、国等 障害者虐待を受けた障害者に対する保 支援のための措置、養護者に対する支援のための措

置等を定めることにより、 の防止、 に対する支援等に関する施策を促進し 者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

１ ｢障害者｣とは、身体・ 障害そ 心身の機能の障害がある者であって 会的障壁により継続的に日常生活・社会生活に相当

な制限を受ける状態にあ いう（改 害者基本法 2条１号）。

２ ｢障害者虐待｣とは、① る障害 、②障害者福祉施設従事者等による ③使用者による障害者虐待をいう。

１ 何人も障害者を虐待し ない旨の 障害者の虐待の防止に係る国等の責 者虐待の早期発見の努力義務規定を置く。

２ 障害者虐待防止等に係 スキーム る。

１ 市町村・都道府県の部 に、障 待対応の窓口等となる「市町村障害 ンター」・「都道府県障害者権利擁護センター」とし

ての機能を果たさせる。

２ 政府は、障害者虐待の 関する制 いて、この法律の施行後３年を目途 、必要な措置を講ずるものとする。

３ 平成２４年１０月１日 する。

※ 虐待防止スキームについて の障害児 童虐待防止法を、施設入所等障害者に 類（障害者施設等、児童養護施設等、養介護施設等）

に応じてこの法律、児童福 高齢者虐 法を、家庭の高齢障害者にはこの法律 待防止法を、それぞれ適用。
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